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I. 事業報告 
 

1. 事業概要 
 

環境保全および地域貢献に対する社会的要請が一層高まり、生物多様性保全への関心も拡大す

る中、「森林づくり」「森林を愛する人づくり」の両事業について以下のように展開した。 

 

「森林づくり事業」 

間伐適齢期を迎えている“ニッセイの森”に重点を置いて現地踏査を行い関係者と協議を積

み重ねた結果、前年度を上回る規模の間伐を実施できた。また、国有林における分収造林制度

の枠組を踏まえた搬出間伐の推進方策について検討を進めた。更に、新規の“ニッセイの森”

２箇所のうち、初めて生物多様性保全を主目的に設定した“おおくす芦名堰の森”（神奈川県）

については、動植物の生育・生息状況の調査結果や活動計画・モニタリング計画が評価され、

自然共生サイトに認定されるとともに、ＯＥＣＭとして登録される予定となった。 

 

「森林を愛する人づくり事業」 

“ニッセイの森”での活動や、間伐材を利用したイベント等を通じて、健全な森の育成によ

る環境保全への意識醸成を図った。 

○“ニッセイの森”での活動 

地域住民や他団体参加型のボランティア活動を継続展開したほか、一部の森については、

ボランティアで伐採・搬出した間伐材からＳＤＧｓバッジを作成し、地域住民に寄贈するこ

とで地産地消を実現した。また、小学校の授業カリキュラムの一環として地方自治体やＮＰ

О団体等と協力し「森の探検隊」を開催した。更に、植樹・育樹の作業ごとの意義や環境に

与える効果を要約した資料を作成し、幅広く配布・解説を行うことで環境保全への理解促進

を図った。 

○“ニッセイの森”以外での活動 

“ニッセイの森”の間伐材を活用した出張授業や木工クラフトワークショップ等を開催し

たほか、ＳＮＳを通じ、木工クラフトグッズを地域・年齢問わず幅広い層に寄贈した。「樹

木名プレート・学校の木のしおり」では新たなプロモーション活動を実施し、取組校の増加

に繋がった。また、公式ホームページについては、閲覧者の利便性向上のため抜本的なリニ

ューアルに着手した。 

 

以上のように２０２４年度は、環境・地域貢献を推し進めるにあたり、従来の取組を拡げつつ、

新たな取組として生物多様性保全の調査・活動に着手した事業年度となった。 



 

 

2. 森林づくり事業 
 

(1) “ニッセイの森”の現状 
 

“ニッセイの森”は全国で２１０箇所となった。各地域別の概要は以下の通り。 
 

地域 箇所数 植樹本数 契約・協定面積 

北海道 ２０箇所 １０.３万本 ３９.３ha 

東北 ３２箇所 ２１.９万本 ８１.２ha 

関東 ２７箇所 ２１.５万本 ６２.２ha 

甲信越･北陸 １５箇所 ９.２万本 ３６.７ha 

東海 ２３箇所 １５.５万本 ４７.５ha 

近畿 １７箇所 ９.６万本 ３３.１ha 

中国 ２３箇所 １４.５万本 ４９.９ha 

四国 １３箇所 ８.３万本 ３１.４ha 

九州･沖縄 ４０箇所 ２８.３万本 ９５.６ha 

全国計 ２１０箇所 １３９.３万本 ４７７.２ha 

 

(2) 新規の森の確保 
 

全国各地での更なる環境貢献・地域貢献を図る観点から､新規の森の確保を行った｡ 
 

名称 所在地 契約・協定面積 

胎内 新潟県胎内市 ２.１９ha 

おおくす芦名堰 神奈川県横須賀市 ０.２３ha 

 

また、有力候補先の２箇所（静岡県・福井県）については次年度に引き続き検討とした。 
 

(3) 分収造林契約の一部解除 
 

公益事業の用に供するため、分収造林契約の一部を解除した。 
 

名称 所在地 解除面積 

飯舘 福島県飯舘村 ０.３７ha 

富士⑨ 静岡県富士市 ０.１５ha 

里美① 茨城県常陸太田市 ０.１３ha 

 



 

 

(4) 国有林の｢法人の森林｣制度に基づく森林づくり事業 
 

① 成林可能性ランク 

 

現地調査により各森の現況を把握し、生育状況に応じたランクを確認した。 
 

ランク 各ランクの定義 
箇所数 

（対前年） 
今後の方策 

Ａ 成林可能な森 

 

１７６ 

(＋１箇所) 

成育状況・林齢等に応じた施業の実施判断 

(成林には問題ないが、獣害等を懸念すべき森に

ついては経過的に観察を実施) 

Ｂ 経過観察が必要な森 
１６ 

(±０箇所) 
 

  Ｂ１ 

当面注視する森 

(現段階で特別な追加施業 

不要) 

１４ 

(±０箇所） 

【対象】支笏湖（北海道）、幌加内（北海道） 

    苫小牧（北海道）、山形（山形県） 

    南部①②（山梨県）、伊豆①（静岡県） 

    伊豆②＊２（静岡県）、員弁②（三重県） 

安芸（高知県）、筑前（福岡県） 

別府（大分県）、高尾野（鹿児島県） 

霧島（鹿児島県） 

成育状況・林齢等に応じた施業の実施判断 

(毎年の被害状況報告や現地確認を通じ、継続的

に注視) 

 Ｂ２ 
通常の施業に加え、更新補助

作業等を必要とする森 

１ 

(±０箇所） 

【対象】富士⑧＊３（静岡県） 

シカによる食害を受けたエリアについて今後対

応を検討 

 Ｂ３ 
直近の林業事業体の報告

では、成林可能性ランク

の判断情報が不足する森 

１ 

(±０箇所) 

【対象】飯舘（福島県） 

国のモニタリング調査の結果等を踏まえ、対応を 

検討 

Ｃ 

現状のままでは成林可能性

なしと判断している森 

（補植・改植、防護柵設置等

により成林が可能か否かの

判断が必要） 

０ 

(±０箇所） 

【対象】なし 

成林可能性が低いと判断すれば分収造林契約の

解除を検討 

Ｄ 

現状で再造林が困難である

と判断し、森林管理署へ分収

造林契約の解除要請を行う

森 

０ 

(±０箇所) 
【対象】なし 

【備考】＊１２０２４年度に新規植樹した胎内（新潟県） 

＊２伊豆②（静岡県）は更新補助作業が完了したため、Ｂ２からＢ１ランクへ変更 

＊３富士⑧（静岡県）は更新補助作業の検討が必要なため、Ｂ１からＢ２ランクへ変更 

＊１ 



 

 

 

② 森林施業 

 

森林管理署・林業事業体と調整を図りつつ、植栽木の成育状況等森林の現況に応じた適時適切

な施業を実施した。 
  

施業 
契約面積 

（箇所数） 

２０２３年度 

比較 

２０２４年度 

施業箇所 

備考 

実施 

時期 
内容 

植栽 

（改植を含む） 

３.８ha 

（２箇所） 

＋０.７ha 

（＋１箇所） 

胎内（新潟県） 

伊豆②（静岡県） 
－ 

保育作業の効率性を

勘案し針葉樹と広葉

樹の区域を分けて実

施 

下刈 
１１.７ha 

（６箇所） 

▲１.６ha 

（▲１箇所） 

北空知①②(北海道) 

盛岡（岩手県） 

伊豆②（静岡県） 

浜松（静岡県） 

三朝（鳥取県） 

１年生 

 

６年生 

植栽木の成育促進を

図るため、繁茂状況

等に応じ、雑草木等

の刈払いを年１～２

回継続的に実施 

除伐 
６.３ha 

（４箇所） 

＋１.５ha 

（＋２箇所） 

恵庭（北海道） 

栗駒①②（宮城県） 

月山（山形県） 

１１年生 

 

１６年生 

前後 

植栽樹種と周辺植生

が競合している場合

に育成対象木の成育

を阻害する樹木等を

中心に除去 

枝打 
３.５ha 

（１箇所） 

＋３.５ha 

（＋１箇所） 
敦賀（福井県） 

１５年生

前後 

景観の向上、作業環

境の整備、林内の光

環境の改善等を目的

とした枝の除去 

保育間伐 
１０.６ha 

（３箇所） 

＋０.５ha 

（▲１箇所） 

黒羽（栃木県） 

敦賀（福井県） 

飛鳥（奈良県） 

２０年生 

 

３０年生 

前後 

除伐後に樹冠が混み

あってきて、植栽木間

の競争が激しく、成育

が阻害され、あるいは

下層植生が少なくな

っている場合に植栽

木を適正な本数密度

に調整 

つる切 
０.０ha 

（０箇所） 

±０.０ha 

（±０箇所） 
― 随時 

植栽木・高木性樹種

の幹・枝に巻付き、

成育を阻害するつる

を除去 

鳥獣害防止施設 

整備・補修等 

０.０ha 

（０箇所） 

▲５.８ha 

（▲２箇所） 
― 随時 

獣害等の状況に応じ

た防護柵の整備・補

修、防護資材の設置

等を実施 

～
 

～
 

～
 



 

 

(5) 地方公共団体の関わる森林づくり事業 

 

① 森林づくり協定の更新 

 

地方公共団体等との協定が期間満了を迎える森林においては、状況確認の上、協定を更新した。 
 

名称 所在地 協定面積 協定開始年月 更新後協定期間 

森から考える 

ＥＳＤ学びの森 
宮城県利府町 ４.４３ha ２０１５/ ４ 

２０２５/ ４～ 

(５年間) 

千年希望の丘 宮城県岩沼市 ０.６５ha ２０１５/ ９ 
２０２５/ ４～ 

(５年間) 

内灘 石川県内灘町 ３.６７ha ２００９/１０ 
２０２５/ ４～ 

(５年間) 

国城 和歌山県橋本市 ３.１５ha ２０２０/ ２ 
２０２５/ ４～ 

(５年間) 

京丹波 京都府京丹波町 ０.３９ha ２０１２/ ４ 
２０２５/４～ 

(１年間) 

 

② 森林施業 

 

地方公共団体・林業事業体等との調整を図りつつ、植栽木の成育状況等森林の現況に応じた

適時適切な施業を実施した。 
 

施業 
協定面積 

（箇所数） 

２０２３年度 

比較 

２０２４年度 

施業箇所 

植栽 
０．６ha 

（２箇所） 

＋０．２ha 

(±０箇所) 

 富津（千葉県） 

 八重瀬（沖縄県） 

下刈 
４．５ha 

（４箇所） 

▲０．６ha 

(＋２箇所) 

 千年希望の丘（宮城県） 

 美の山（埼玉県） 

 富津（千葉県） 

八重瀬（沖縄県） 

除伐 
５．０ha 

（１箇所） 

±０．０ha 

(±０箇所) 
利府（宮城県） 

間伐 
２．８ha 

（２箇所） 

＋２．８ha 

（＋２箇所） 

美杉（三重県） 

千早（大阪府） 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

(6) 生物多様性保全に資する里山づくり活動 

 

一部の“ニッセイの森”については、生物多様性の特性や周辺の自然環境に係る情報の整理を

専門家の協力のもと実施した。 

 

また、おおくす芦名堰（神奈川県）においては、２０２４年度より住民団体と連携し、生物多

様性の保全に資する活動を開始した。あわせて、専門家の協力のもと、当地における動植物の

生育・生息状況について現地調査を実施した。 

 

その調査結果から明らかとなった自然環境の特性、加えてこれまでの活動実績および今後の保

全計画を踏まえ、当財団より環境省へ「自然共生サイト＊1」として認定申請を行った結果、２０

２５年３月１４日付で正式に認定を受けた。なお、当該サイト全域は、今後「ОＥＣＭ＊2」への

登録が予定されている。 

 

〈生物多様性保全活動への参加（おおくす芦名堰）〉 

活動日 活動内容 

 ９/１４ 
外来植物（セイタカアワダチソウ、ツルニチニチソウ、トキワツユクサ等）

の除去湿地乾燥防止のため在来植物（アズマネザサ、ノイバラ等）の除去 

１１/ ９ ９月同様 

１/２０ 
外来植物（ツルニチニチソウ、キショウブ、ジュズダマ等）の除去、湿地乾

燥防止のため在来植物（ヨシ、アオキ等）の除去、広葉樹二次林を被圧して

いるつる性植物（サネカズラ、フジ等）の除去 

３/ ８ 外来植物（キショウブ等）の除去、ニリンソウの保全（周辺の刈払） 

  

〈生物多様性調査の概要（おおくす芦名堰）〉 

調査日 調査内容 

夏季調査 
８/ ６  植物（植物相・植生）、鳥類、昆虫類 

８/ ７   魚類、底生生物 

秋季調査 

１１/ ８  魚類、底生生物、昆虫類 

１１/ ９   植物 

１１/１２   鳥類 

初春季調査 ３/ ６   両生類、カメラ設置 

【備考】＊1生物多様性の損失を止め反転させる「ネイチャーポジティブ」の実現に向けた取組の一つとして、 

２０２３年度から環境省が、企業の森や里地里山、都市の緑地など「民間の取組等によって生物多様 

性の保全が図られている区域」を「自然共生サイト」として認定する取組を開始している。 

＊2「自然共生サイト」の認定地のうち、自然公園、鳥獣保護区等の保護地域との重複を除いた区域は、 

「ＯＥＣＭ」（Other Effective area-based Conservation Measuresの略称）として国際データベー 

スに登録する手続きが環境省により行われる。 

 

 

 

 



 

 

(7) 森の踏査 

 

森林管理署・林業事業体・地方公共団体等の立会いのもと、森林の現況を確認。間伐適齢期を迎えて

いる森について施業方針の協議を行い、間伐材の積極的な搬出・利用に向けての検討も進め、必要に

応じ次年度以降の施業計画に反映した｡ 

また、国有林における分収造林制度の枠組を踏まえた間伐材の搬出方策について林野庁と相談しつつ

検討し、その結果に基づき次年度以降の現地踏査を通じて森林管理署等と属地レベルの相談を進める

こととした。 

併せて、新たな“ニッセイの森”の確保に向け、新規候補地の踏査も実施した。 
 

地域 箇所数 踏査箇所 

北海道 ６箇所 
北空知①②（北海道）、幌加内（北海道） 

恵庭（北海道）、支笏湖（北海道）、にっしん（北海道） 

東北 １２箇所 

盛岡（岩手県）、紫波①②（岩手県）、遠野（岩手県） 

田代（秋田県）、仁別（秋田県）、能代（秋田県） 

利府（宮城県）、森から考えるＥＳＤ学びの森（宮城県） 

千年希望の丘（宮城県）、山形（山形県） 

新規候補地（山形県） 

関東 １０箇所 

大田原（栃木県）、新規候補地（栃木県） 

吾妻①②（群馬県）、小野上（群馬県） 

美の山（埼玉県）、ときがわ（埼玉県）、高尾（東京都） 

おおくす芦名堰（神奈川県）、新規候補地（神奈川県） 

甲信越･北陸 ９箇所 

胎内（新潟県）、関川①②（新潟県）、内灘（石川県） 

敦賀（福井県）、新規候補地（福井県） 

南部①②（山梨県）、新規候補地（長野県） 

東海 １８箇所 

熱海（静岡県）、伊豆①②（静岡県）、浜松（静岡県） 

新規候補地（静岡県）、富士②～⑨（静岡県） 

中津川（岐阜県）、新規候補地（岐阜県） 

美杉（三重県）、員弁①②（三重県） 

近畿 ７箇所 
京丹波（京都府）、井手①②（京都府）、綾部（京都府） 

東阪（大阪府）、国城（和歌山県）、新規候補地（奈良県） 

中国 ６箇所 
久米（岡山県）、美作①②（岡山県）、社①（兵庫県） 

三朝（鳥取県）、賀茂（広島県） 

四国 ２箇所 東温（愛媛県）、土佐山田（高知県） 

九州･沖縄 ５箇所 
八木山（福岡県）、別府（大分県）、熊本（熊本県） 

鰐頭（宮崎県）、八重瀬（沖縄県） 

全国計 ７５箇所  

 

 

 

 



 

 

3. 森林を愛する人づくり事業 
 

(1) 森林づくりボランティア活動 
 

全国２１箇所で開催し、合計１,２５７名に参加いただいた。 

ボランティア開催に際しては、“ニッセイの森”友の会のほか、地域住民や他団体参加型の活

動を継続展開した。美杉（三重県）については、ボランティアで伐採・搬出した間伐材からＳ

ＤＧｓバッジを作成し、地域住民に寄贈することで地産地消を実現した。 

また、植樹・育樹の作業ごとの意義や環境に与える効果を要約した資料を参加者に配布し、環

境保全への理解促進を図った。 
 

開催日 開催地 施業内容 参加者数 備考 

４/１３ 富津（千葉県） 植樹 ８７名 他団体も参加 

５/１１ 大田原（栃木県） 除伐 ５４名  

５/２５ 三朝（鳥取県） 植樹・下刈 ５４名 地元住民も参加 

６/ ８ 別府（大分県） 枝打 ６３名  

６/１５ 千年希望の丘（宮城県） 下刈・枝打 ９２名  

７/２７ 北空知（北海道） 下刈 ３８名  

９/ ７ 土佐山田（高知県） 除伐 ５３名  

９/１４ 盛岡（岩手県） 下刈 ６３名 栗拾いも実施 

９/２１ 賀茂（広島県） 間伐 ６５名 他団体も参加 

９/２８ にっしん（北海道） 間伐 ３７名  

９/２８ 八木山（福岡県） 除伐 ７６名  

１０/ ５ 美杉（三重県） 間伐 ５６名 
他団体も参加、間伐材の運び出

しも実施 

１０/ ５ 胎内（新潟県） 植樹 ６３名  

１０/１２ 熱海（静岡県） 間伐 ３８名  

１０/１９ 浜松（静岡県） 下刈 １８名 他団体も参加 

１０/２６ 美の山（埼玉県） 除伐・間伐 ５６名 
他団体も参加、間伐材の運び出

しも実施 

１１/ ９ 東阪（大阪府） 間伐 ５３名 他団体も参加 

１１/３０ 鰐頭（宮崎県） 枝打 ４７名  

１２/ ８ 熊本（熊本県） 枝打・間伐 １１３名 他団体も参加 

１２/１４ 長崎（長崎県） 枝打 ７１名  

１/１１ 八重瀬（沖縄県） 植樹 ６０名 サンゴの植付け体験も実施 

６/２９ 山形（山形県） 除伐・枝打 中止 開催直前、近傍にクマが出没 

１０/１９ 内灘（石川県） 下刈・つる切 中止 雨天により中止 

合計 実施:２１箇所（計画:２３箇所） １,２５７名 



 

 

(2) “ニッセイの森”での活動 
 

① 森の探検隊 
 

地方自治体やＮＰＯ団体等と協力し、施業体験、自然観察、木工クラフト制作等“ニッセイ

の森”を活用したプログラムを全３回実施した。 
 

開催日 開催地 内容 参加者数 

１０/２４ 
高尾 

（東京都） 

自然観察、樹木名プレートの作成・設置 

木のスプーンの制作 等 

（三鷹市立第七小学校３年生の授業カリキュラムの一

環として実施） 

１０８名 

１１/ １ 
国城 

（和歌山県） 

間伐見学、自然観察、ビュンビュンこまの制作 

自然に関する講義 等 

（橋本市立清水小学校１～６年生の授業カリキュラム

の一環として実施） 

７７名 

１１/２３ 
社① 

（兵庫県） 

そば刈体験、しいたけ収穫体験、自然観察 

お茶会体験 等 
３７名 

合計 ２２２名 

 

② ふれあい森林教室 

 

森から考えるＥＳＤ学びの森（宮城県）を活用し、森林整備体験、自然観察、木工クラフト

制作、森の恵みの採取等、参加者が自然環境に対する理解を深めることを目的とした森林教

室を全１２回開催した。 
 

開催日 対象者 参加者数 

４/２１ そらっこくらぶ会員（ネッツトヨタ仙台との共催） １０８名 

５/１６ 仙台大学附属明成高等学校（２年生） ７８名 

６/１０ 利府町立利府小学校（４年生） ９６名 

８/ ４ 利府町みどりの少年団、地域の親子 ４６名 

９/２５ 福島県新地町立尚英中学校（１年生） ６１名 

１０/ １ 富谷市立日吉台小学校（５年生） ９３名 

１０/２０ 
多賀城市内の親子(公募) 

(多賀城市内中央公民館、ソニーグループとの共催) 
５１名 

１０/２４ 仙台市立川前小学校（４年生） ８０名 

１０/２９ 利府町立青山小学校（４年生） ５３名 

１０/３０ 仙台市立西山小学校（５年生） ４５名 

１１/ ７ 仙台市立南材木町小学校（４年生） ５４名 

１１/２０ 利府町立青山小学校（４年生） ５３名 

合計 ８１８名 

 



 

 

(3) “ニッセイの森”以外での活動 

 

“ニッセイの森”の間伐材を活用した「身近な自然に目を向ける活動」「知識学習プログラム」

「各種イベントや寄贈」「オンライン発信」等を通じて、環境保全への理解促進を図った。 

 

① 身近な自然に目を向ける活動 

 

A. ≪樹木名プレート・学校の木のしおりの寄贈≫ 

 

新たなプロモーション活動として、ファックスＤＭを小学校に送信し寄贈先の拡大につな

げた。 
 

 寄贈団体数 活用者数（昨年度比） 

樹木名プレート １４１団体（＋４５団体）  ６,４５７名  （＋２,４１７名） 

学校の木のしおり １０４団体（＋２１団体）  ３６,０１８名（＋１２,４０７名） 

 

B. ≪ふれあい木育教室≫ 

 

自然環境への理解を深めることを目的とした出張授業等を７回実施した。 
 

開催日 開催地 内容 参加者数 

５/ ５ 
青少年の森 

（宮城県） 
船や車を模した木工クラフトの制作 ５０名 

８/１０ 
青少年の森 

（宮城県） 
木の本棚・椅子の制作 ３０名 

９/２４ 
久喜市立栗橋西小学校 

（埼玉県） 
健全な森林のサイクルについての講義  ９名 

１１/１９ 
鬼北町立泉小学校 

（愛媛県） 

林業経営シミュレーションゲーム 

木工プランターへの花の植栽 

樹木名プレートの設置 

３８名 

１１/１９ 
鬼北町立広見中学校 

（愛媛県） 

製材所経営シミュレーションゲーム 

木の本棚の制作 
４４名 

３/１６ 
青少年の森 

（宮城県） 
ヘビを模した木工クラフトの制作 ３６名 

３/２１ 
花さき保育園 

（東京都） 

卒園記念植樹 

樹木名プレートの設置 

よもぎ摘み 

２６名 

合計 ２３３名 

 

 

 



 

 

 

C. ≪ドングリ学校≫ 

 

仙台市立南材木町小学校の児童（３～５年生）を対象とした学年ごとのプログラムを実施

した。 
 

学年 内容 開催地 参加者数 

３年生 ドングリの播種 仙台市立南材木町小学校 ６５名 

４年生 ドングリの採取・選別 森から考えるＥＳＤ学びの森 ５４名 

５年生 ドングリの植栽  仙台市荒浜地区 ５５名 

合計 １７４名 

 
 

② 知識学習プログラムの提供 

 

A. ≪ニッセイ緑の環境講座≫ 

 

樹木図鑑作家の林将之氏による「日本が抱えるクマ・シカ問題と自然との共存を考える」

をテーマとした講演を東京・大阪で実施した。 
 

開催日 開催地 参加者数 

１/２５ 新宿ＮＳビル（東京都新宿区） ８６名 

２/ ８ ニッセイ新大阪ビル（大阪府大阪市） ７３名 

合計 １５９名 

 

B. ≪こどもの森づくりフォーラム≫ 

 

森や自然を活用した保育・幼児教育等をテーマに「こどもの森づくりフォーラムｉｎ  

えひめ」（第７６回全国植樹祭関連事業）の企画・運営に協力した。 
 

C. ≪日本生命財団ワークショップ≫ 

 

日本生命財団主催のワークショップ「災害に強い森里海まちづくり」について後援した。 
 

D. ≪日本生命新入職員研修≫ 

 

森林の果たす公益的機能やその発揮に向けた財団の取組をテーマとしたオンデマンド研修

を行った。 

 



 

 

③ 間伐材を利用した各種イベントの開催 

 

A. ≪商業施設等でのイベント≫ 

 

“ニッセイの森”の間伐材を利用した、木工クラフトの制作を全国各地で実施した｡ 
 

開催形式 制作内容 開催地 参加者数 

対面 

木のキーホルダー 
札幌駅前通地下歩行空間 

（北海道） 
７８５名 

木のキーホルダー イオンレイクタウン（埼玉県） ６１０名 

ナチュラルマグネット 

ドングリストラップ 

木のえんぴつ 

竹笛 

イオンモール幕張新都心 

（千葉県） 
１,２３６名 

木のバッチ つちざわの森（神奈川県） １０４名 

テーブルリース 
松戸ニッセイエデンの園 

（千葉県） 
２０名 

木の宝箱 

ニッセイライフプラザ 

（川越、千葉、新宿、立川 

武蔵小杉） 

７７名 

 オンライン 木の宝箱 
ニッセイライフプラザ 

（水戸、川崎、堺、倉敷、高知） 
８０名 

制作キットの

郵送提供 

万華鏡 

からくり屏風（ぱたぱた） 

木の宝箱 

― ２８１名 

合計 ３,１９３名 

 

B. ≪木工クラフトグッズの寄贈≫ 

 

公式ＳＮＳを通じて、地域・年齢を問わず幅広い層に木工クラフトグッズを寄贈すること

で財団活動の認知度向上を図った。 
 

開催時期 寄贈物 寄贈数 

夏休み 木の宝箱の制作キット ３０名 

冬休み テーブルリースの制作キット ７０名 

合計 １００名 
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④ 公式ホームページ・ＳＮＳによるオンライン発信 

 

自然環境や森林づくりに関するコンテンツや財団活動状況の発信を行い、総フォロワー数の

拡大につなげた。 

併せて、閲覧者の利便性向上に向けた公式ホームページの抜本的なリニューアルに着手した。 

 

〈各種コンテンツ〉                  

区分 内容 

財団活動通信 月々の活動実績をまとめて発信 

森の植物の歳時記 

（「みどりと花の歳時記」に再編予定） 
四季折々の植物を解説とともに紹介 

学びの森の生態図鑑 
森に生育・生息する動植物についてその生態を含

めて紹介 

樹木名プレート・ 

学校の木のしおり取組紹介 

全国の小中学校等の活用事例について写真や感想

を交えて紹介 

ＷООＤ ａｎｄ ＮＡＴＵＲＥ ネイチャークラフトの簡単な作り方等を紹介 

各種活動紹介 
“ニッセイの森”内外におけるイベントの様子を

動画を交えて紹介 

 

 

〈公式ＳＮＳの総フォロワー数〉  

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(人) 

(年度) 



 

 

 【付表１】 

《地方公共団体との協定締結箇所》 全１８箇所(協定等締結順に記載) 

NO. 名称 所在地 協定等 相手先 
協定面積 

(ha) 

協定 

開始月 
協定期間 

１ 美の山の森 
埼玉県秩父郡 

皆野町 

･埼玉県  

･皆野町 
３.３３ ２００８/ ３ 

２０２４/ ４～ 

(５年間) 

２ 桂湖の森 富山県南砺市 ･富山県 ２.２９ ２００９/ ７ 
２０２４/ ４～ 

(３年間) 

３ 内灘の森 
石川県河北郡 

内灘町 
･石川県 ３.６７ ２００９/１０ 

２０２５/ ４～ 

(５年間) 

４ 利府の森 
宮城県宮城郡 

利府町 
･宮城県 ５.００ ２０１０/ ８ 

２０２１/ ８～ 

(５年間) 

５ 京丹波の森 
京都府船井郡 

京丹波町 

･和田区山林管理会 

･京都府 

･京丹波町 

･(公社)京都ﾓﾃﾞﾙﾌｫﾚｽﾄ協会 

０.３９ ２０１２/ ４ 
２０２５/ ４～ 

(１年間) 

６ 千早の森 
大阪府南河内郡 

千早赤阪村 

･山林所有者 

･大阪府南河内農と緑の総合 

事務所 

･千早赤阪村 

２.３２ ２０１４/ ４ 
２０２４/ ４～ 

(５年間) 

７ 
森から考える 

ＥＳＤ学びの森 

宮城県宮城郡 

利府町 
･宮城県 ４.４３ ２０１５/ ４ 

２０２５/ ４～ 

(５年間) 

８ 千年希望の丘 宮城県岩沼市 

･宮城県岩沼市 

･玉浦西まちづくり 

住民協議会 

０.６５ ２０１５/ ９ 
２０２５/ ４～ 

(５年間) 

９ 東阪の森 
大阪府南河内郡 

千早赤阪村 

･山林所有者 

･大阪府南河内農と緑の総合 

事務所 

･千早赤阪村 

０.２８ ２０１９/ ４ 
２０２４/ ４～ 

(５年間) 

１０ 国城の森 和歌山県橋本市 
･和歌山県 

･橋本市 
３.１５ ２０２０/ ２ 

２０２５/ ２～ 

(５年間) 

１１ にっしんの森 
北海道茅部郡 

森町 

･山林所有者 

･森町  
１.１２ ２０２０/ ７ 

２０２０/ ７～ 

(５年間) 

１２ 閑乗寺の森 富山県南砺市 ･南砺市 ０.４８ ２０２０/ ９ 
２０２０/ ９～ 

（５年間） 

１３ 出雲の森 
島根県出雲市 

芦渡町 

･島根県 

･出雲市 

･出雲地区森林組合 

１.４８ ２０２１/ ３ 
２０２１/ ３～ 

(５年間) 

１４ 東温の森 愛媛県東温市 
･愛媛県 

･松山流域森林組合 
３.２６ ２０２２/ ３ 

２０２２/ ３～ 

(４年間) 

１５ 八重瀬の森 
沖縄県島尻郡 

八重瀬町 
･八重瀬町 ０.３６ ２０２３/ １ 

２０２３/ １～ 

(５年間) 

１６ 美杉の森 三重県津市 
･三重県 

･津市 
０.４６ ２０２３/ ３ 

２０２３/ ３～ 

(５年間) 

１７ 富津の森 千葉県富津市 ･千葉県 ０.２０ ２０２３/１１ 
２０２３/ １１～ 

(５年間) 

１８ おおくす芦名堰の森 神奈川県横須賀市 
･横須賀市 

･(公財)日本自然保護協会 
０.２３ ２０２５/ ３ 

２０２５/ ３～ 

（５年間） 

 

 



 

 

【付表２】 

《森林を愛する人づくり事業の実施状況の推移》 

年度 

  

累計参加者数 

 

樹木名プレート 

・ 

学校の木のしおり 

 

公式ＳＮＳの 

総フォロワー数

の推移 

森林づくり 

ボランティア 

参加者数 

森の探検隊、 

ふれあい森林

教室等 

参加者数＊１ 

  

１９９３年度 ７５８名 ― ７５８名  ―  ― 

１９９４年度 １,６１９名 １,０００名 ２,６１９名  ―  ― 

１９９５年度 １,１９９名 １,０９７名 ２,２９６名  ―  ― 

１９９６年度 １,４２０名 ７８名 １,４９８名  ―  ― 

１９９７年度 １,２２９名 ４０名 １,２６９名  ―  ― 

１９９８年度 １,１３２名 １,００９名 ２,１４１名  ―  ― 

１９９９年度 ８５９名 １９６名 １,０５５名  ―  ― 

２０００年度 １,０３７名 ５０８名 １,５４５名  ―  ― 

２００１年度 ２,２３１名 ８８３名 ３,１１４名  ―  ― 

２００２年度 １,７２９名 ４０３名 ２,１３２名  ―  ― 

２００３年度 １,５８４名 ５３３名 ２,１１７名  ―  ― 

２００４年度 ９９２名 ７４１名 １,７３３名  ―  ― 

２００５年度 １,３５８名 ７７７名 ２,１３５名  ―  ― 

２００６年度 １,２６２名 ９５５名 ２,２１７名  ―  ― 

２００７年度 １,０９２名 ２,１１２名 ３,２０４名  ―  ― 

２００８年度 １,６１３名 ４,２７１名 ５,８８４名  ―  ― 

２００９年度 ２,４４９名 １,１８０名 ３,６２９名  ―  ― 

２０１０年度 ２,２５９名 ８７０名 ３,１２９名  ―  ― 

２０１１年度 １,６９３名 １,５２１名 ３,２１４名  ―  ― 

２０１２年度 １,５９８名 ９９８名 ２,５９６名  ―  ― 

２０１３年度 １,０７８名 ９３８名 ２,０２５名  ―  ― 

２０１４年度 １,４２８名 ９８０名 ２,４０８名  ―  ― 

２０１５年度 ２,０３１名 ７０４名 ２,７３５名  ―  ― 

２０１６年度 １,４１４名 ２,９５４名 ４,３６８名  ―  ― 

２０１７年度 １,４０２名 ３,２５１名  ４,６５３名   １,７０２名  ― 

２０１８年度 １,３７９名 ４,７５６名 ６,１３５名  ６,９６１名  ― 

２０１９年度 １,５５９名 ６,６４４名 ８,２０３名  １６,０６０名  １,６１９名 

２０２０年度 ４８名 ７１３名 ７６１名  ６７,５８６名  ４,００９名 

２０２１年度 １８８名 １,８８２名 ２,０７０名  ５５,６１６名  ６,００８名 

２０２２年度 １,１０４名 ２,２４１名 ３,３４５名  ４２,１４１名  １１,０１９名 

２０２３年度 １,４５６名 ３,６５６名 ５,１１２名  ２７,６５１名  １４,１９３名 

２０２４年度 １,２５７名 ４,７９０名 ６,０４７名  ４２,４７５名  １７,１０７名 

合計 ４３,４５７名 ５２,６８１名 ９６,１３８名  ２６０,１９２名  ― 

【備考】＊１ふれあい木育教室、ドングリ学校、知識学習プログラム、間伐材を利用した各種イベント等 



 

 

4. 庶務事項 
 

(1) 理事会 
 

① 第５７回理事会 
 

○ ２０２４年５月３０日開催（於 帝国ホテル） 

○ 議事 

【決議事項】 

第１号議案 ２０２３年度 事業報告並びに決算案承認の件 

第２号議案 第２９回評議員会招集の件 

【報告事項】 

第３号議案 内部統制システムの件 

 

以上、決議事項第１号議案から第２号議案は承認可決され、報告事項第３号議案

は報告の上、了承された。なお、代表理事、業務執行理事より、定款第２９条第

３項に基づく自己の職務の執行の状況報告があった。 

 
 

② 第５８回理事会 
 

○ ２０２５年２月１４日開催（決議省略） 

○ 議事 

【決議事項】 

第１号議案 第３０回評議員会招集の件 
 

代表理事が理事の全員及び監事の全員に対し、理事会の決議の目的である事項についての

提案を行い、理事全員から書面により同意の意思表示を得、監事全員から書面によ

り異議がない旨の意思表示を得たので、定款第４２条の規定に基づき承認可決する旨

の決議があったものとみなされた。 
 

 

 

③ 第５９回理事会 
 

○ ２０２５年３月１４日開催（於 帝国ホテル） 

○ 議事 

【決議事項】 

第１号議案 ２０２４年度 収支予算補正の件 

第２号議案 ２０２５年度 事業計画の件 

第３号議案 ２０２５年度 収支予算の件 

第４号議案 内部統制システムの件 

 

以上、決議事項第１号議案から第４号議案は承認可決された。なお、代表理事、

業務執行理事より、定款第２９条第３項に基づく自己の職務の執行の状況報告が

あった。 

 



 

 

 

(2) 評議員会 
 

① 第２９回評議員会 
 

○ ２０２４年６月２０日開催（於 帝国ホテル） 

○ 議事 

【報告事項】 

第１号議案 ２０２３年度 事業報告並びに決算の件 

【決議事項】 

第２号議案 理事の選任の件 

第３号議案 監事の選任の件 

 

以上、報告事項第１号議案は報告の上、了承され、決議事項２号議案から第３号

議案は承認可決された。 

 

 

② 第３０回評議員会 
 

○ ２０２５年３月１４日開催（於 帝国ホテル） 

○ 議事 
【報告事項】 
第１号議案 ２０２４年度 収支予算補正の件 
第２号議案 ２０２５年度 事業計画の件 
第３号議案 ２０２５年度 収支予算の件 
第４号議案 内部統制システムの件 

 

以上、報告事項第１号議案から第４号議案は報告の上、了承された。 

 

 

(3) 評議員・役員等の異動 
 

① 理事の異動 
 

○ ２０２４年６月２０日付にて喜㔟陽一氏、高田保豊氏が理事を辞任し、２０２

４年６月２０日開催の評議員会において、伊藤敦子氏、鹿島紳一郎氏を理事に

選任した。（任期：２０２５年６月定時評議員会終結の時まで） 

                

② 監事の異動 
 

○ ２０２４年６月２０日付にて松永陽介氏が監事を辞任し、２０２４年６月２０

日開催の評議員会において、岩間浩史氏を監事に選任した。（任期：２０２７年

６月定時評議員会終結の時まで） 

 

 

 

 



 

 

(4) 登記、届出事項等 

 
① 登記事項 

 

２０２４年   ６月２６日 評議員・理事・会計監査人の変更(就任並びに退任) 

登記を行った。 

 

② 内閣府への届出・提出事項 

 
２０２４年  ６月２７日 事業報告等に係る書類を提出した。 

２０２４年  ７月２３日 就任（又は退任）した理事等の変更届出を行った。 
２０２５年  ３月２１日 事業計画書等に係る書類を提出した。 
 

 

(5) 寄付金の受入れ 
 

２０２４年  ４月２４日 “ニッセイの森”友の会より、公益目的事業資金と

    して５００万円の寄付金を受入れた。 

２０２４年  ７月 ５日 日本生命保険相互会社より、指定正味財産として 

１２,２００万円の寄付金を受入れた。 

２０２４年  ８月３０日 日本生命保険相互会社１９９１年度入社同期会一同 

様より、公益目的事業資金として１２８,９１９円の 

寄付金を受入れた。 

２０２４年 １０月２０日 ソニーグループ株式会社より、公益目的事業資金と 

して１万円の寄付金を受入れた。 

２０２５年  ２月１７日 ニッセイ保険エージェンシー株式会社より、公益目 

的事業資金として１０万円の寄付金を受入れた。 

２０２５年  ２月２８日 大星ビル管理株式会社より、公益目的事業資金とし 

て１０万円の寄付金を受入れた。 

２０２５年  ３月２１日 星光ビル管理株式会社より、公益目的事業資金とし 

て１０万円の寄付金を受入れた。 

２０２５年  ３月２８日 星和ビジネスリンク株式会社より、公益目的事業資 

金として１００万円の寄付金を受入れた。 

 

また、財団事業に賛同する個人より公益目的事業資金として合計６２，７２４円の 

寄付金を受入れた。 

 

 

(6) リスク管理・コンプライアンス(法令順守)の推進 
 

内部管理プログラムに基づき、現状把握を定期的に行い、管理態勢の整備と適切な運

営を行った。 
 

 

 

 



 

 

(7) 理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況に関す

る事項 
 

① 業務の適正を確保するための体制についての決議内容の概要 
 

当財団は、２０１５年３月１６日開催の理事会で「内部統制システムの基本方針」につい

て、下記のとおり決議し、整備・運用している。 

 

A. 理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制（一般社団法人

及び一般財団法人に関する法律第１９７条で準用する同第９０条第４項第５号）の整備

について、コンプライアンスマニュアルをもってこれを定める。 

 

B. 理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制（一般社団法人及び一般財団

法人に関する法律施行規則第６２条で準用する同第１４条第１号）の整備について、文

書保存規程をもってこれを定める。 

 

C. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制（一般社団法人及び一般財団法人に関する

法律施行規則第６２条で準用する同第１４条第２号）の整備について、リスク管理規程

及びリスク管理の基本方針をもってこれを定める。 

 

D. 理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制（一般社団法人及び一

般財団法人に関する法律施行規則第６２条で準用する同第１４条第３号）の整備につい

て、理事職務権限規程をもってこれを定める。 

 

E. 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制（一般社団法

人及び一般財団法人に関する法律施行規則第６２条で準用する同第１４条第４号）の整

備について、コンプライアンスマニュアルをもってこれを行う。 

 

F. 以下の各項に定める事項（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第62条

で準用する同第１４条第５号から第１１号）について、リスク管理規程をもってこれを

定める。 

(ａ)監事がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人 

に関する事項 

(ｂ)上記（ａ）の使用人の理事からの独立性に関する事項 

(ｃ)上記（ａ）の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

(ｄ)理事及び使用人が監事に報告をするための体制その他の監事への報告に関する 

体制 

(ｅ)上記（ｄ）の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱を受けな 

い事を確保するための体制 

(ｆ)監事の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他当該職務の 

執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

(ｇ)その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 

G. 市民社会の秩序や安全に脅威を与えるような反社会的勢力とは、一切の関係遮断に取組

むこととし、その実現に向けた体制の整備について、反社会的勢力対策マニュアルをも

ってこれを行う。 



 

 

② 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 
 

A. 当財団の理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制に関 

する事項 

○ 「コンプライアンスマニュアル」において、全役員・職員が業務の遂行にあたって 

遵守すべき原則・規準を定め、周知徹底を図っている。 

○ また、理事会規則に基づき理事会を開催し、重要な業務執行の決定を行うとともに、

理事の職務の執行の監督等を行っている（２０２４年度は理事会を３回開催）。 

 

B. 当財団の理事の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制に関する事項 

○ 文書管理規程において、文書管理の責任を明確化し、理事を含む全役職員に対して、

情報資産の保存および管理の徹底を図っている。 

○ また、理事および監事が、評議員会議事録、理事会議事録、理事長決裁書等について、

必要に応じ閲覧できるようにしている。 

 

C. 当財団の損失の危険の管理に関する規程その他の体制に関する事項 

○ リスク管理規程、リスク管理方針において、リスク区分、リスク区分ごとの管理方針

を設定している。 

○ また、毎年度、理事会において決定している「内部管理プログラム」における、業務

分類、業務領域毎の各項目において、コンプライアンスに係る想定リスクを洗い出し、

未然防止策・早期検知策を策定している。その取組状況について、四半期ごとに理事

長に報告するとともに、理事会に報告をしている。 

 

D. 当財団の理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制に関する事項 

○ ２０１０年６月１６日開催の理事会において、「理事職務権限規程」を定め、各理事は

これに基づき職務を執行している。 

○ また、理事は業務執行状況について、理事会に報告をしている。 

 

E. 当財団の使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

に関する事項 

○ 「コンプライアンスマニュアル」において、全役員・職員が業務の遂行にあたって遵

守すべき原則・規準を定め、周知徹底を図っている。 

○ また、毎年度、理事会において決定している「内部管理プログラム」における業務分

類、業務領域毎の各項目において、コンプライアンスに係る想定リスクを洗い出し、

未然防止策・早期検知策を策定している。その取組状況について、四半期ごとに理事

長に報告するとともに、理事会に報告をしている。 

 

F. 当財団の監事の職務を補助すべき使用人に関する体制に関する事項 

○ 監事がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、当該使用人を置くこと

としているが、現時点において、監事からの求めはなく、当該使用人は置いていない。 

 

G. 当財団の監事の職務を補助すべき使用人の当財団の理事からの独立性に関する事項 

○ 監事の職務を補助すべき使用人を置く場合、その任命・解任・人事異動、人事評価お

よび懲戒処分については、監事の同意を得た上で行うこととしているが、現時点にお

いて、当該使用人は置いていない。 

 

H. 当財団の監事の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

○ 監事の職務を補助すべき使用人を置く場合、当該使用人は監事補助職務に関して専ら

監事の指示に従うこととしているが、現時点において、当該使用人は置いていない。 

 

 



 

 

I. 当財団の理事及び使用人が監事に報告をするための体制その他の監事への報告に関す 

る体制に関する事項 

○ リスク管理及びコンプライアンスの取組状況について、定期的に監事に報告している。 

○ また、「リスク管理規程」等に基づき、重大な法令・定款違反その他当財団の業務また

は業績に影響を与える重要な事項について速やかに監事に報告する体制としている。

２０２４年度においては、当該事項について監事に報告した事項はない。 

 

J. 当財団の理事及び使用人が監事への報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け 

ないことを確保するための体制に関する事項 

○ 監事への報告者に対する不利な取扱の禁止について、周知している。２０２４年度、

監事へ報告したことを理由として不利な取扱が行われた事例はない。 

 

K. 当財団の監事の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する 

事項 

○ 監事の職務の執行に必要な費用について、請求に基づき支出することとしている。 

 

L. 当財団の監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制に関する事項 

○ 理事会は、監事が理事会等の重要な会議に出席し、重要な意思決定の経過及び業務遂

行の状況等を把握できるように監事の監査環境の整備を図っている。 

○ また、監事との意見交換、財団事務所の調査に応じている。 

 

M. 当財団における反社会的勢力との関係遮断を実現するための体制に関する事項 

○ 反社会的勢力との一切の関係遮断に取り組むため、反社会的勢力対策マニュアルを定

め、契約書への暴力団排除条項の導入、取引開始前の反社チェック、既存取引先に対

するスクリーニング等に取り組むとともに、その取組状況については、理事会で確認

をしている。 

 

 

(8) その他 
 

２０２４年  ４月２７日 「ドングリ学校」の取組が環境維持に貢献しているとし 

て、仙台市長より感謝状を授与された。 

 

２０２５年  ３月１４日 おおくす芦名堰（神奈川県）が環境大臣より「自然共生 

サイト」の認定を受けた。 

 


